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〈雑報〉

◇ 平成 29年 10月 19日午後 5時 45分より、平成 29年度首都大学東京法学会

総会が本学において開催され、星周一郎会長の挨拶の後、次の事項が承認さ

れた。

　1　平成 28年度事業報告

　2　平成 28年度会計報告

　3　平成 28年度監査報告

　4　法学会会則改定（新会則は次ページ以降に掲載）

◇同日総会終了後、午後 6時から記念講演会があり、次の講演が行われた。

　講師　御厨 貴 氏（東京大学・東京都立大学名誉教授）

　演題　オーラル・ヒストリー今昔物語



○首都大学東京法学会会則

　首都大学東京法学会会則（昭和 35年 5月 25日設立総会にて制定）の全部を改正する。

目次

　第 1章　総則（第 1条－第 4条）

　第 2章　会員（第 5条－第 7条）

　第 3章　管理（第 8条－第 15条）

　　第 1節　総会（第 8条－第 9条）

　　第 2節　評議員会（第 10条－第 12条）

　　第 3節　役員（第 13条－第 15条）

　第 1 章　総則

（名称）

第 １ 条　本会は、首都大学東京法学会と称する。

（目的）

第 2 条　本会は、法学・政治学の研究及び発表を目的とする。

（事業）

第 3 条　本会は、前条所定の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を行う。

　一　機関誌を刊行すること。

　二　講演会等を開催すること。

　三　前二号に掲げるもののほか、前条所定の目的を達成するために適当な事業を行うこ

と。

（事務所）

第 4 条　本会の事務所を、東京都八王子市南大沢一丁目 1番地　首都大学東京法学部研究

室に置く。

　第 2 章　会員

（会員）

第 5 条　本会は、次の各号に掲げる会員をもって構成する。



　一　首都大学東京法学部若しくは都市教養学部法学系又は東京都立大学法学部におい

て、専任の教員である者又はかつて専任の教員であった者

　二　首都大学東京大学院法学政治学研究科若しくは社会科学研究科又は東京都立大学

大学院社会科学研究科（いずれも法曹養成専攻を除く。）において、法学若しくは政治学

を専攻している学生である者又はかつて専攻し修了した者

　三　前二号に掲げる者のほか、評議員会において入会を認めた者

（会費）

第 6 条　会員は、評議員会の定めるところに従い、会費を納めなければならない。

（機関誌の配布）

第 7 条　本会は、評議員会の定めるところに従い、会員に対し機関誌を配布する。

　第 3 章　管理

　　第 1 節　総会

（権限）

第 8 条　総会は、会則の改正その他本会に関する重要な事項について議決する。

（定例総会及び臨時総会）

第 9 条　定例総会は、毎年 1回開催する。

2　評議員は、会計について定例総会に報告しなければならない。

3　監事は、会計監査の結果を定例総会に報告しなければならない。

4　臨時総会は、必要に応じ開催する。

　　第 2 節　評議員会

（組織及び運営）

第10条　本会に評議員会を置く。

2　評議員会は、すべての評議員によって組織する。

3　評議員は、首都大学東京法学部において専任の教授又は准教授である者をもってこれ

に充てる。

4　評議員会の運営に関する事項は、評議員会において定める。

（権限）

第11条　評議員会は、本会の事業について決定する。



（委員会）

第12条　評議員会は、必要に応じ委員会を設けることができる。

2　委員会の組織及び運営に関する事項は、評議員会において定める。

　　第 3 節　役員

（定数）

第13条　本会に、役員として、会長 1名及び監事 2名を置く。

（職務及び権限）

第14条　会長は、本会を代表し、その業務を総理する。

2　監事は、本会の会計を監査する。

（選任及び任期）

第15条　役員は、評議員会が選任する。

2　役員の任期は、1年とする。ただし、再任を妨げない。

附則

　この会則は、平成 30年 4月 1日から施行する。
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